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果たす役割は「人質となる台湾企業」（Taishang as the hostage）と「手先
となる台湾企業」（Taishang as the agent）とを含む。次に、「台湾の中国
に与える影響」の階層面について言えば、台湾企業の果たす役割は「パー
トナーとなる台湾企業」（Taishang as the a partner）および「ロビイストと








中国の台湾に与える影響 人質としての台湾企業（Taishang as the hostage）
手先としての台湾企業




（Taishang as the a partner）
ロビイストとしての
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方法論 国家中心 社会中心 新制度主義
分析階層 巨視的 微視的 中間層











政府と市場の関係 計画経済 市場経済 国家資本主義または混合型経済
資源分配の過程 上から下へ 下から上へ 埋め込みと協調
行動者 政府政策決定者と利益分配者
利益のロビイスト
と利益既得者
在両者の間に存在
する仲介変数
分析の標的 ファシストと共産国家 資本主義國家
東アジアモデルと
新興工業国家
資料：筆者によるもの
（2）台湾企業と台資企業協会に対する国家能力の再構築
国家能力の再構築もまた、胡錦涛の対台湾政策の政治的資本の一環であ
る。レーニン式の党国体制の慣性の影響を受けて、中国の国家能力は、そ
のほとんどが「専制能力」と「鎮圧能力」の本質に向かっていった。典型
的な「上対下の『統治』と『権力』との関係」に属する。改革開放以来中
国はいわゆる政府の職能の調整を強調してはいるものの、「国家と社会」、
「政治と経済」、「政府とマーケット」は依然として統制、制御の暴力関係
にあり、前掲の「三つのアンバランス」関係を形成するのみならず、同時
に対台湾政策に「政府の機能喪失」と「市場の機能喪失」の問題を出現さ
せた。伝統的な「専制能力」と「鎮圧能力」を主導する国家の能力の本質
を改変するために、中国は「国家の変数」と「社会の変数」の関係をどの
ように処理すべきか、考えざるを得なくなっている。
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対台湾政策と中国内部の経済社会発展との間の関係は、一種の「リニア
的なロジック」に過ぎない。このような背景の下にあって、対台湾政策と
中国の関連する内政計画とには、さほど多くの緊密な関連性、連鎖性、お
よび埋め込みの関係がない。それは一つの閉鎖的で独立した変数である。
もしくは、さらに仔細に言えば、対台湾政策とその他国内政策のリンク
は、高い階層での政治基礎と政治の目標上にのみ築かれるものであって、
低階層の政策目標、または経済社会発展の埋め込み関係は、決して強くな
い。さらに深く入って分析すると、仮に若干の関係リンクが存在していれ
ば、つまり「経済資源の導入と注ぎ込み」の機能的な基礎の上に築かれて
いれば、それは中国の全体的な経済社会資本を有効的に、フィードバック
的に対台湾政策上に運用することを難しくさせる。
簡単に言えば、中国の対台湾政策および台資企業協会に対するコント
ロールは、対台湾政策の調整の中に築かれる。対台湾政策の調整は、実際
には、中国政府の「政府機能の喪失」問題に対する反省から来ている。し
たがって、国家と社会の関係調整および国家能力の再構築は、前掲の政策
の重要な背景となっている。調和された国家と社会との関係の下にあっ
て、政治的資本、経済社会の資本を操作することによって、中国の政治経
済の利益に適合したものとすることができる。
（3）中国と台湾との政治的な対峙の狭間における台資企業協会の役割
台湾企業と台資企業協会の経済的行為は、完全な理性を表現するわけで
はない。台資企業協会の理性による選択は、全体制度の環境変化と社会関
係のネットワークが互いに影響しあう中に嵌め込まれたものである。それ
こそ「新制度主義」による、マイクロ構造とミクロ行為における一種の整
合分析に一致させることができる。
構造条件と制度の環境について言えば、主に中国の台湾に対する政策の
影響が受けられる。特に、胡錦涛が2005年以来採択してきた「権利を賦
与して、利益を譲渡する」および「台湾人民に希望を寄せる」の2項目の
政策において、政策の調整は中国政府が台資企業協会の経済社会的機能を
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狙わせただけではなく、同時に政策を施行する過程においてさらに多くの
政治的効果の達成を望むようにさせた。後者は、中国の社会団体に対する
管理、統制を受けたものであり、かつ台湾企業独特の社会関係ネットワー
クの方式によって牽引され、制約を受けたものである。台資企業協会の擁
する活動空間は一種の「埋め込まれた自主性」に過ぎず、やはり北京当局
の政治権威の枠組みと、経済資源の分配体系の中に置かれている。角度を
変えてみれば、台資企業協会の経済社会機能は北京当局の統治する合法的
な基礎の上に築かれている。せいぜい若干の機能的な経済社会における役
割を有する程度であって、浸透、もしくは国家の政府に対抗し得る能力を
備えているわけではない。このような分析は「国家統合主義」、「組織的な
依頼」の基本的な仮定に符合する。
このような背景の下にあって、本論文は政治的資本と、経済的資本と、
社会的資本を介して台湾企業と台資企業協会の機能と役割を分析してみ
た。そうしてこそ、「国家中心」と「社会中心」との決定論の落とし穴に
陥ることなくして、はじめて客観的現実的な色彩を備えることができる。
政治的資本について言えば、台資企業協会は、やはり北京当局の対台湾政
策における統一戦線の機能を確実に達成させることを主な目的とする。こ
れら統一戦線の機能について、本論文では「人質」、「仲間」、「ロビイス
ト」および「手先」の4つの内包する概念に区別した。経済的機能につい
て言えば、台資企業協会は、自身に経済的誘因を有していようと、最終的
にはやはり中国政府の経済近代化の目標達成を目指している。階層上の
利益を受ける対象が恐らく中央政府と地方政府であっても、形式上は恐ら
く正面と、水面下（値段交渉の協議とレントシーキングの関係）を有する
であろう。だが、ここで注意すべきは、中国地方経済の発展に伴い、台湾
企業の経済的な値段交渉が徐々に低下している。「科学発展観」と「調和
された社会」を求める声の下にあって、地方政府は往々にして台湾企業と
台資企業協会に対して、さらに多くの社会的責任を負うよう要求する点で
ある。このため、無意識のうちにさらに台資企業協会運営のコストが増加
する。
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最後に、社会資本の観点から見れば、中国、台湾の社会関係ネットワー
クには、すでに互いの埋め込み現象を呈し、その内包する社会関係も幾つ
かが具現化している。だが、それらの主要な関係は、やはり中国内部で作
用する。このような前提の下にあって、中国、台湾の関係には、依然とし
ていわゆる関係構造の空隙が存在する。台資企業協会は往々にして幾つか
のグループの関係ネットワークの集合体と情報のノードとなっている。台
資企業協会を掌握して中国、台湾の社会関係における構造上の空隙を埋め
合わせることは、取りも直さず、より緊密な社会関係を利用することにな
り、取引のコストダウンができることになる。のみならず、さらには台資
企業協会を利用して、いわゆる「エージェント」となり、「導入し、出て
行く」という、北京当局の提唱する政治の目的を遂行することができる。
